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研究成果の概要（和文）：温暖化関連の費用負担を考える際に、①温暖化対策費用、②適応費用、

③温暖化起因の損害補償費用という 3つの異なる費用を区別することができる。①の温暖化対

策費用については、現行の日本の国内政策も，2020年までの国際制度も、その負担配分を事業

者や国の支払い意思に委ねている。温暖化対策費用の配分は、効率的で効果的な排出削減を世

界的にもたらすようなされるべきである。市場メカニズムはこうした費用配分を助けうる。適

応費用と損害補償費用については、日本国内においても、国際的にも明確な費用負担配分のル

ールがない。対処する影響が過去の排出に起因しているがゆえに、過去の排出による寄与度を

その費用負担の基準にすることに合理性がある。 

 

研究成果の概要（英文）：When it comes to allocation of costs relevant to climate change, it 

would be useful to distinguish three types of costs, namely ①mitigation cost, ②adaptation 

cost, and ③cost of climate damage.  In terms of mitigation cost, current Japanese policy 

as well as international regime up to 2020 are both based on willingness to pay.  The cost 

of mitigation should be allocated in way that produces a efficient and effective reduction of 

global emissions.  The market mechanisms may help to realize such allocation.  In terms 

of adaptation cost and cost of climate damage, there’re no clear rules on their allocation 

either in Japanese policy or in international regime so far.  Since these costs derive from 

adverse impacts of the past emissions, it would be reasonable to use “historical 

contribution” as criteria for allocation of these costs. 
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１．研究開始当初の背景 
 地球温暖化問題をそれに関わる費用とい
う観点で見るとき、従来、いわゆる温暖化対
策の費用負担に大きな関心が寄せられてき
た。しかし、温暖化問題に関わる費用は、こ
うした対策費用だけではなく、温暖化の悪影
響への対処の費用（適応費用）、対処にもか
かわらず生じた損害回復の費用と多面的で
ある。温暖化問題に関わる国内外の議論の本
質的な争点は、温暖化問題に関連して生じる
様々な費用を誰がどれだけ負担するかとい
う費用負担問題といってよい。温暖化問題は、
多数の主体による排出の蓄積によって原因
となる排出行為から一定の時間経過後損害
が生じ、世界レベルでの「ストック公害」と
でも言いうる特質を持つ。温暖化問題は、こ
うした特質から、特定の排出と損害を結びつ
ける因果関係の複雑さ、多数の当事者の存在、
そして原因行為から損害発生までの時間差、
これらに伴う科学的不確実性等を理由に、単
純に環境コスト負担の基本原則とも言える
汚染者負担原則（PPP）を適用できないケー
スと言える。市場メカニズムの利用もまた費
用負担の配分に影響を及ぼす。 
 こうした観点から、公平で実効的な国内・
国際制度構築のための、適応費用や温暖化起
因の損害補償費用の費用負担を含めた、温暖
化問題に関連する費用負担の適用原則を検
討する必要がある。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、地球温暖化問題の特質をふまえ、
温暖化問題に関連して生じる様々な費用（温
暖化対策費用、温暖化の悪影響への適応費用、
温暖化起因の損害補償費用など）をいかなる
原則に基づいて誰が負担すべきか、費用負担
の理論的・実証的研究に基づいて、地球温暖
化の費用負担に関する理論構築をめざすこ
とを目的としている。社会的費用論の立場か
ら、温暖化問題に関わる費用の社会的に公正
な「責任」の配分原理と「費用負担」のルー
ル構築を探求するものである。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、（1）地球温暖化問題の特質を
ふまえて、①温暖化対策費用、②悪影響への
適応費用、③温暖化起因の損害補償費用とい
った、温暖化問題に関わる費用を分類し、そ
れぞれの費用ごとに適用されるべき費用負
担の原理・原則を明らかにし、そのうえで、
温暖化問題の包括的な費用負担の理論を構
築する。その際、その他の国内・国際的環境
問題における費用負担の原理と対比し、その
相違を明らかにする。（2）現行の国際制度、

国内制度、そして、新たに合意される予定の
国際制度の実証的分析に基づいて、これらの
制度において、費用負担がどのように制度化
されているかを明らかにする。（3）さらに、
（1）で解明した費用負担の原理に基づいて、
現行の国際制度、国内制度、そして、新たに
合意される国際制度を評価し、その利点、課
題、有効性を明らかにする。 
 
４．研究成果 
（1）地球温暖化問題に関わる費用、その特
質と相互関係 
 地球温暖化問題に関連する主たる費用と
して、①温暖化対策費用、②悪影響への適応
費用、③温暖化起因の損害補償費用をあげる
ことができる。 
 ①の温暖化対策費用は、国内外の温暖化対
策の議論の中で中核的な論点となってきた。
温暖化対策費用は、国際レベルにおいても、
国内レベルにおいても、想定の違いによって
一定の幅はあるが、他の費用と対比して相対
的に算定は容易である。 
 ②の適応費用は、気候変動の影響に対応し
て自然システムまたは人間社会が、その悪影
響を緩和するために調整する費用である。③
の温暖化起因の損害補償費用は、温暖化対策
や適応策をとってもなお、生じてしまう温暖
化の悪影響による被害の補償費用である。②
③は、温室効果ガスの排出がどこにどのよう
な悪影響を及ぼすのか、それに対してどのよ
うに効果的な適応策をとりうるのかによっ
て変化し、その費用の算定は①よりずっと不
確実性が大きい。適応策をとることによって、
および/または、温暖化の悪影響を被ること
によって、いずれの国が②③の費用を負担す
るのか、その費用負担の程度はどれほどかを
予見することはきわめて難しい。また、損害
を被ったとしてもその損害が温暖化起因の
ものを明確に区別することは難しい。 
 一般かつ世界的には、①の温暖化対策費用
の総体が大きくなれば、②の将来の適応費用
は小さくなる可能性が高い。③の悪影響によ
る将来の損害補償費用は、①②の費用が大き
くなると相対的に小さくなる。①の費用が大
きければ、②の費用が同じでも、③の費用は
小さくなる可能性が高い。他方で、①の費用
が小さくても②の適応費用が大きくなれば、
③は小さくなりうる。 
 ただし、①の温暖化対策費用を大きくする
ことによって小さくできるのは将来の②適
応費用と③損害補償費用であって、現在の②
適応費用と③損害補償費用を小さくしない。
これらは過去の排出に起因しているからで
ある。 



 

 

 温暖化関連の費用負担を考える際に、こう
した費用相互間の関係と、費用負担によって
得られる効果（影響）のタイムフレーム（の
違い）を考慮する必要がある。現在の適応費
用と損害補償費用は、過去の排出に起因して
いるがゆえに、過去の排出をその費用負担の
基準にすることに一定の合理性がある。他方
で、温暖化対策費用は、世界的に最も多くの
排出の削減が可能となるよう、現在の排出の
削減の費用の効率的で現実的な配分をもた
らすものであることが望ましい。最も温暖化
対策費用が小さい場所で削減し、その費用負
担を能力に応じて配分するといった方法は、
最も効率的に最大の排出削減をもたらすこ
とができる。市場メカニズムは、費用負担配
分においてこうした機能を果たしうる。 
 
（2）現行の国際制度における費用負担 
 気候変動枠組条約の下でも京都議定書の
下でも、各国が国際的に約束する削減目標・
対策を実現する費用がどのように割り当て
られるかが、国際制度における①温暖化対策
費用の負担を決める。 
 2010 年の気候変動枠組条約第 16 回締約国
会議（COP16）におけるカンクン合意に基づ
いて、2020 年までは、各国が目標・行動を自
発的に誓約して約束を設定することとなっ
た。京都議定書第 2約束期間の目標について
も、先進各国が提出したものがそのまま目標
となっている。すなわち、温暖化対策費用の
費用負担を各国の支払い意思（willingness 
to pay）に委ねるものである。しかし、この
方法では、温暖化抑制に必要と考えられる大
規模な排出削減とならないだけでなく、正当
で衡平な費用負担となることを担保するこ
とが難しい。 
 京都議定書の下では、第一約束期間同様、
クリーン開発メカニズム（CDM）などの市場
メカニズムが利用され、最も効率的に最大の
排出削減をもたらす仕組みが存在する。国外
から排出枠を獲得する先進国は、自国で削減
するよりも費用負担の緩和することができ、
他方で、市場メカニズムにより削減が生じる
国は、その一部または全部の費用を、排出枠
を獲得する先進国の負担で削減を実現する
ことができる。 
 ②の適応費用については、生じるまたは生
じる可能性のある悪影響を緩和するために
措置をとる国が原則として負担する。気候変
動枠組条約（4 条 4）は、特に脆弱な途上国
の適応費用を先進国が支援するとしている
ものの、具体的な適応費用の負担配分につい
て定める規定はない。気候変動枠組条約の下
で設置され途上国の適応費用を支援する気
候変動特別基金も後発途上国基金も、先進国
の自発的な拠出に依存しており、特に脆弱な
途上国に対して必要な適応策を準備するた

．．．．．．．．．

めの費用
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を、先進国が自主的に負担する形で
ある。京都議定書の適応基金は、異なる費用
負担の原理を採用する。CDM を利用して途上
国で削減を行う先進国または先進国が認可
した事業者が一定の費用負担を行う。 
 ③の温暖化起因の損害補償費用について
は、②の適応費用以上にその規定は明確でな
い。損害を被った国が原則として負担する。
現在、温暖化の「損失と損害」に対処する制
度的取りきめについて交渉されているが、そ
の合意により、損害補償費用の負担配分の規
則が明確になる可能性がある。 
 
（3）現行の国内制度における費用負担 
 ①の温暖化対策費用は、東日本大震災の後、
2011 年に行われたコスト等検証委員会によ
る各エネルギー源のコスト算定まで、温室効
果ガスの削減コストがエネルギーコストに
反映されないまま、エネルギー政策の決定が
行われていた。すなわち、エネルギー政策（エ
ネルギー源の選択）において、温暖化対策費
用を考慮しないで政策決定がなされてきた。 
 また、最も排出割合が大きい産業部門とエ
ネルギー転換部門において、経団連の自主行
動計画を軸とした業界ごとの自主行動計画
が作成され、それぞれの業界の所管官庁によ
るフォローアップと、産業構造審議会・中央
環境審議会によるフォローアップが行われ
てきた。自主行動計画は、自主的な参加に基
づくため、参加しない業界や事業者が存在し、
また、参加する業界・事業者の目標も自主的
に設定される。その結果、日本国内において
は、前述の 2020 年までの国際制度と同様、
温暖化対策費用を各国の支払い意思
（willingness to pay）に委ねるもので、大
規模な排出削減とならないだけでなく、衡平
な費用負担となることを担保することが難
しい。 
 従来、日本における環境政策は、一定の例
外、特例はありつつも、原因者負担原則（PPP）
に基づいてその対策費用を配分してきた。そ
れらと比べると、温暖化問題は特異である。 
 EU の場合、大規模排出事業者に対しては、
EU 域大の市場（排出枠取引制度）を利用し
て一定の排出量当たりの費用負担の均一化
をはかり、排出枠取引制度の枠外にある家庭
や交通などの部門については、一人当たり
GDP（能力基準）に照らして、対策の強度を
設定している。大規模排出事業者間では費用
負担の衡平性を担保しつつ、それ以外の部門
については能力基準を採用することで、一定
の原則・基準に基づいて、衡平な費用負担配
分を実現しようと試みていることは注目に
値する。 
 国内の制度においても、適応費用、温暖化
起因の損害補償費用については、実際に適応
策をとる者、損害を被る者が費用を負担する



 

 

（被害者負担）。しかし、その費用負担を国
内レベル、地域レベルの保険（リスク移転）
など新たな手法によって軽減する事例が見
られる。 
 
（4）今後の課題 
 日本においては 2020 年目標の設定とその
達成のための温暖化対策の策定の過程にあ
り、国際的には、2020 年以降の国際制度の交
渉の過程にある。①の温暖化対策費用につい
ては、日本国内においても，国際的にも、現
在の温暖化対策費用の負担配分は、支払い意
思に委ねられており、フリーライダーを防止
し、より衡平な費用負担を実現するために、
適用される原則・ルールについて検討し、合
意をめざすことが重要である。 
 また、②適応費用、③温暖化起因の損害補
償費用については、日本国内においても、国
際的にも明確な費用負担配分のルールがな
い。②③については、特に過去の排出に起因
することから、過去の寄与度に応じて、一定
の資金をプールし、途上国の適応策や損害補
償の費用に充てる仕組みとすることには合
理性がある。こうした趣旨で、適応費用、損
害補償費用を配分するルールもまた検討さ
れるべきである。 
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